






純資産変動計算書 資金収支計算書

行政コスト計算書
行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入等）に関わらない支出と、行政サー

ビスの対価として得られた収入を計上しています。経常行政コストが経常収益を上回っていますが、これは行政コスト

計算書上の収入に、行政サービスの直接的な収入のみを計上しているためです。

貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計上

し、純資産が１年間でどのように変動したのかを示して

います。

純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支

払われる以外の収入（税収や国・県からの補助金等）が

あり、減少要因には、行政コスト計算書で算出される純

経常行政コストや災害復旧等で臨時的に必要となった支

出等が計上されています。

貸借対照表の歳計現金が１年間でどのように変化したの

かを示しています。現金の使いみちにより３つの区分に

分け、どのような行政活動にいくら使ったのかが分かり

ます。

純資産が昨年度よりも増加した場合は、負債の増加よ

り資産の増加のほうが多かったことを示しています。逆

に純資産が減少した場合は、行政コストが多くかかって

いたり、資産の増加より負債の増加が多かったことを示

しています。

経常的収支
行政サービスの提供で必要となる人件費や物件費などの

支出と税収などによる収入が計上されています。

公共資産整備収支
道路や施設の取得のために支出した金額とその財源と

なった地方債や補助金が計上されています。

投資・財務的収支
支出には基金への積立額や地方債の償還額が、収入には

地方債の発行による収入や貸付金の回収額等が計上され

ています。

(単位：千円 )
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( 単位：千円 )

物にかかるコスト
物件費のほかに、施設の維持補修費や減価償却費が計上さ
れています。

その他のコスト
支払利息などが計上されています。

移転支出的なコスト
移転支出的なコストには社会保障給付や他会計への繰出金等
が計上されています。

経常収益
行政サービスの直接の対価である使用料・手数料と分担
金・負担金・寄付金が計上されています。

人にかかるコスト
職員給与のほかに、賞与引当金や退職手当引当金の繰入額
が計上されています。
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